
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「法定事後開示書類（株式移転）」 
（会社法第811条第１項第２号及び第815条第３項第３号 
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2024年４月１日 

 

株式移転に係る事後開示事項 

 

東京都港区北青山二丁目７番９号 

株式会社タスキホールディングス 

代表取締役社長 柏村 雄 

 

東京都港区北青山二丁目７番９号 

株式会社タスキ 

代表取締役社長 柏村 雄 

 

東京都新宿区新宿四丁目３番17号 

株式会社新日本建物 

代表取締役社長兼社長執行役員 近藤 学 

 

 株式会社タスキ（以下「タスキ」といいます。）及び株式会社新日本建物（以下「新日本建

物」といい、タスキ及び新日本建物を総称して「両社」といいます。）は、2023年12月21日開

催のタスキの第11期定時株主総会及び2024年１月25日開催の新日本建物の臨時株主総会にお

いて承認された株式移転計画に基づき、2024年４月１日（以下「効力発生日」といいます。）

付で、両社を株式移転完全子会社、株式会社タスキホールディングス（以下「タスキホール

ディングス」といいます。）を株式移転設立完全親会社とする共同株式移転（以下「本株式移

転」といいます。）を実施いたしました。 

 本株式移転に関する事項は下記のとおりです。 

 

記 

  

１．本株式移転が効力を生じた日  

2024年４月１日 

 

２．会社法第805条の２の規定による請求に係る手続の経過  

両社のいずれにおいても、会社法第805条の２の規定により本株式移転の差止請求を行っ

た株主はありませんでした。 

 

３．会社法第806条、第808条及び第810条の規定による手続の経過  

（１）会社法第806条の規定による手続の経過 

① タスキにおける手続の経過 

タスキは、会社法第806条第３項及び第４項並びに社債、株式等の振替に関する
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法律第155条第２項及び第161条第２項の規定により、2023年12月22日付で、タス

キの株主に対し、株式移転を実施する旨、新日本建物及びタスキホールディング

スの商号、住所並びに買取口座を電子公告の方法により公告いたしましたが、会

社法第806条第１項の規定により株式買取請求をした株主はありませんでした。  

② 新日本建物における手続の経過 

新日本建物は、会社法第806条第３項及び第４項並びに社債、株式等の振替に関

する法律第155条第２項及び第161条第２項の規定により、2024年１月26日付で、

新日本建物の株主に対し、株式移転を実施する旨、タスキ及びタスキホールディ

ングスの商号、住所並びに買取口座を電子公告の方法により公告いたしました

が、会社法第806条第１項の規定により株式買取請求をした株主はありませんで

した。  

（２）会社法第808条の規定による手続の経過 

両社のいずれにおいても該当事項はありません。 

（３）会社法第810条の規定による手続の経過 

両社のいずれにおいても該当事項はありません。 

 

４．本株式移転により株式移転設立完全親会社に移転した株式移転完全子会社の株式の数 

タスキ普通株式  ： 14,087,099 株 

新日本建物普通株式： 19,898,822 株  

 

５．その他本株式移転に関する重要な事項  

（１）タスキホールディングスが、本株式移転に際して発行した普通株式は51,453,923

株です。タスキホールディングスは、両社の発行済株式の全部を取得する時点の

直前時（以下「基準時」といいます。）における両社の普通株式の株主に対し、

その所有するタスキの普通株式１株につきタスキホールディングスの普通株式

2.24株の割合をもって割当交付し、その所有する新日本建物の普通株式１株につ

きタスキホールディングスの普通株式１株の割合をもって割当交付いたしまし

た。  

（２）本株式移転の結果、タスキホールディングスはその設立時において、資本金が

3,000百万円、資本準備金が750百万円、利益準備金が０円となりました。 

（３）両社は、株式移転の効力発生日前に株券を発行しておりませんので、会社法第219

条第１項第８号の規定による公告及び各別の通知を行っておりません。 

（４）タスキホールディングスの普通株式は、2024年４月１日付で株式会社東京証券取

引所（以下「東証」といいます。）グロース市場に上場されました。なお、2024

年３月28日付で、タスキの普通株式は東証グロース市場において、新日本建物の

普通株式は東証スタンダード市場において、それぞれ上場廃止となりました。 

（５）タスキは、2024年３月13日付の取締役会決議により、基準時の時点をもって、基

準時において保有していた自己株式101株の全てを消却しました。新日本建物
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は、2024年３月12日付の取締役会決議により、基準時の時点をもって、基準時に

おいて保有していた自己株式15,795株の全てを消却しました。 

 

以上 


